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1 一般財団法人　経済調査会北海道支部

2 一般財団法人　建設物価調査会北海道支部
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①、➁の条件から本役務の履行可能者は
２者しかないことから、地方自治法施行
令第167条第２号により、条件を満たす2
者全てを被指名者として選考した。

当役務においては、管きょ更生工法の仕
様及び材料の調査を必要とするため、北
海道内で採用されている管更生工法の材
料特性及び、副資材の組み合わせについ
て熟知している必要がある。
また、管更生材料については、通常の価
格調査と比べ、製造及び物流等の影響に
より北海道内特有の価格形成が行われて
いることから、メーカー及び工事業者へ
直接訪問し聞き取りを行い、資材価格を
策定する必要があるため、北海道内にお
ける履行実績を必要とする。
以上のことから①のうち、北海道内にお
いて管きょ更生工法の設計積算に係る価
格動向調査の履行実績があることを必要
とする。（２者）

③

②

令和４年度～令和７年度札幌市競争入札
参加資格者名簿（物品・役務）において
業種が大分類「一般サービス業」、中分
類「情報サービス、研究・調査企画サー
ビス業」、小分類「その他情報サービ
ス、研究・調査企画サービス業」に登録
している　（855者）

①

共通－第４号様式　指名競争入札（見積合せ）参加者選考調書

指名競争入札参加者選考調書

調　達　件　名 下水道資材（更生管材）実勢価格動向調査

発　　注　　課 管路保全課

競　争　入　札　参　加　者　（ 案 ） 指　名　競　争　入　札　理　由

（地方自治法施行令第167条第2号該当）

 本役務の履行可能者は、履行できる業者が2
者であり、一般競争入札に付す必要がないと
認められるため。

被　指　名　者　選　定　理　由


